
１　各交付金の説明等

２　本町の令和6年度事業について

○物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

7事業 （2事業繰り越しのため未完了）

265,555,000

249,464,800

３　効果について

４　個別の事業について
次頁参照

交付金充当額

御浜町地方創生推進会議において検証を行った結果、上記の各事業についてはいずれも各交付金の趣旨に合致し、地方創生に有効であった。

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況及び効果検証

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
エネルギー・食料品価格の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生を図るため、令和５年11月２日に閣議決定された「デフレ完全
脱却のための総合経済対策」への対応として、地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業を実施できるよう創設された交付金

事業数

総事業費（1,000円未満切り上げ）



物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況及び効果検証

（単位：円）

No 交付対象事業の名称 事業目的 事業実績（数値） 事業効果 事業開始 事業終了 事業費 内交付金充当額

1
住民税均等割非課税世帯
（低所得枠分）
・国５年度補正

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
（住民税非課税世帯7万円）
(対象世帯に対して令和6年1月までに支給を開始する)

下記対象者への給付
対象者：1,328世帯

物価高騰の影響を受けている低所得世帯に対して、速やかに支援金を給付すること
で、対象世帯の経済的負担を軽減することができた。

R6.1.1 R6.10.1 96,788,000 96,788,000

2
一体給付（給付金、定額減税一体支援）
・国５年度補正・予備費

物価高が続く中で均等割のみ課税世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。
（10万円【※１】、こども加算分　5万円、調整額給付分）
(対象世帯に対して令和6年3月までに支給を開始する)
※１　令和5年度均等割のみ課税世帯、令和6年度非課税化世帯、令和6年度均等割のみ
課税化世帯が対象

下記対象者への給付
対象者：
低所得世帯　460世帯
こども加算　199人（99世帯）
調整給付　2,561人（納税者1,463人）

物価高騰の影響を受けている低所得世帯に対して、速やかに支援金を給付すること
で、対象世帯の経済的負担を軽減することができた。

R6.3.1 R7.3.31 119,877,000 119,877,000

3
（デジタル庁）給付支援サービス
・国５年度補正・予備費

物価高が続く中で低所得の子育て世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。
(対象世帯に対して令和6年8月までに支給を開始する)

令和６年８月に支給開始
物価高騰の影響を受けている低所得世帯に対して、速やかに支援金を給付すること
で、対象世帯の経済的負担を軽減することができた。

R6.8.1 R7.3.31 2,956,800 2,956,800

4
住民税均等割非課税世帯、こども加算、不足額給
付
・国６年度補正

物価高が続く中で低所得の子育て世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。
（令和6年度住民税均等割非課税世帯　3万円、こども加算分　2万円、不足額給付）

事業継続中のため、未評価 事業継続中のため、未評価 R7.1.1 未完了 - -

5
（デジタル庁）給付支援サービス
・国６年度補正

物価高が続く中で低所得の子育て世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。
(対象世帯に対して令和6年8月までに支給を開始する)

事業継続中のため、未評価 事業継続中のため、未評価 R7.1.1 未完了 - -

6
【物価高騰対応重点支援】給食費無償化事業
・国５年度補正

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する
ため、小中学校における学校給食費の無償化を実施する。

令和6年度において該当する小中学校の給食費を完全無償
化できた。

小中学校における学校給食費の無償化を実施し、エネルギー・食料品価格等の物価高
騰の影響を受けている子育て世帯の生活を支援することができた。

R6.4.1 R7.3.1 34,536,687 20,000,000

7
【物価高騰対応重点支援】保育料無料化事業
・国５年度補正

エネルギー・食料品価格等の高騰の影響を受けている子育て世帯の生活を支援するため
に、町内の保育所に通う０歳から２歳児の保育料を無料化する。

令和6年度において該当する0～2歳児の保育料を完全無料
化できた。

町内の保育所に通う０歳から２歳児の保育料を無料化することで、エネルギー・食料
品価格等の高騰の影響を受けている子育て世帯の生活を支援することができた。

R6.4.1 R7.3.1 11,396,420 9,843,000


